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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び、資本構成、企業属性その他の基本情報は以下の通りです。

1.当社では、意思決定の迅速化により機動力を発揮し、経営拡大の迅速化と健全性及び透明性を維持することを方針としており、その実現のた

め、経営組織体制や仕組みを整備しております。

2.ステークホルダーに対しては、公開性のある経営を目指し、迅速な情報開示に努めております。

3.監査等委員会を設置し、各委員は取締役会への出席を行い、経営意思決定時には、経営の健全性に注視した立場での発言及び必要なアドバ
イスならびに議決権行使を行うとともに、同時に開催される監査等委員会にて情報の共有化を図っております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

対象コード

2021年６月改訂後のコードに基づき記載しております。

【原則1-2．株主総会における権利行使】

補充原則1-2-2

当社は、従前から早期に株主総会招集通知を発送するよう努めておりましたが、2021年は新型コロナ感染症の影響もあり決算及びその監査に時
間を要したため、法定発送期限（中2週間前）での発送とさせていただきました。他方、招集通知に記載する情報は、可能な限り早期に電子的に公
表するよう努めており、2022年は5月31日にTDnet及び当社のウェブサイト（https://pdf.irpocket.com/C3397/ZIyd/DvpH/emUq.pdf）において電子
的に公表しております。

補充原則1-2-3

株主総会で報告する計算書類及び事業報告の作成には事業年度末日（3月31日）から一定の期間を要し、また会計監査人及び監査等委員会に
よる監査のための期間も十分に確保する必要があります。特に当社では、2015年3月期からの国際会計基準（IFRS）の適用に伴って決算及び開
示資料の作成作業が増大している上、事業規模も年々拡大し、海外子会社数も年々増加しているところです。加えて本年は新型コロナウイルス感
染症の影響もあり決算及びその監査に時間を要することが予想されたため、一連の手続に要する十分な期間を確保すべく、株主総会は毎年6月
下旬の開催としております。今後は、決算内容確定の早期化を図り、株主総会開催日を少しでも前倒しできるよう、努力してまいります。

【補充3-1．情報開示の充実】

補充原則3-1-3

当社は、サステナビリティの取組みに対してコーポレートサイト（https://www.toridoll.com/csr/）とサステナビリティレポートの和文版・英文版（https
://www.toridoll.com/csr/pdf/toridoll_susreport_2021_all.pdf）を作成し、これを公表しています。また、経営戦略の開示に当たってもESG関連の取組
みについて開示しています（2022年3月期決算および中長期経営計画説明会資料40,41頁 （https://pdf.irpocket.com/C3397/ZIyd/c7iq/wvkr.pdf

））。

さらに、気候変動に係るリスク及び収益機会に与える影響についても一部情報を公開するとともに（https://www.toridoll.com/csr/environment/em
ission.html）、今後TCFDに基づく必要データの収集と分析を行い、2023年度中により詳細な情報開示をすべく準備を進めております。

他方、持続的な成長や企業価値の向上の観点から人的資本への投資の重要性や、国際競争力の強化という観点から知的財産の重要性につい
ても強く認識しているところであり、今後、これらの投資について当社の経営戦略や経営課題との整合性を意識した情報開示に努めてまいります。

【原則4-1．取締役会の役割・責務(1)】

補充原則4-1-3

当社では現在、最高経営責任者等の後継者の計画を策定しておりません。当社は、現在「2028年３月期に世界5500店舗及び連結売上3000億円」
という目標を掲げております。当社取締役会は、今後、経営理念の浸透や当該計画の達成に向けた経営戦略の遂行を踏まえ、最高経営責任者
等の後継者の計画策定についても適切に監督を行ってまいります。

【原則4-11．取締役会・監査役会の実効性の確保のための前提条件】

補充原則4-11-1

当社は、意思決定を迅速化し機動力を発揮するため、業務執行取締役3名、独立社外取締役（監査等委員）3名という少人数の経営体制としてお
ります。このうち業務執行取締役については、いずれも外食業界や食材流通、海外事業に精通した経験豊富な者を選任しております。他方、独立
社外取締役（監査等委員）については、内部統制等に関する知見を有している者、法律に関する適切な知見を有している者及び財務・会計に関す
る適切な知見を有している者を選任し、監査等委員としての職責を果たし得る知識及び経験の多様性を意識した構成としております。また、ジェン
ダーの面からの多様性を考慮し、女性の取締役を1名選任しております。

なお、現在の独立社外取締役に他社での経営経験を有する者はおりません。さらなる事業拡大には他社での経営経験も当社の独立社外取締役
に必要なスキルの一つであると考えており、今後選任に向けて人選を進めてまいります。

現在の各取締役及び執行役員のスキル・マトリックスは図３のとおりです。



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-1．株主の権利の確保】

補充原則1-1-2

当社の取締役会は、取締役総数6名のうち独立社外取締役（監査等委員）が3名と50％を占めるなど、コーポレートガバナンスに関する役割・責務
を十分に果たし得るような体制が整っていると判断しております。

当社では、2012年6月28日開催の株主総会において、剰余金の配当等会社法459条1項各号に定める事項について、法令に別段の定めのある場
合を除き取締役会決議によって定めることができる旨の定款変更を決議しております（ご参考：当該定款変更に係る株主総会招集ご通知（http://
www.toridoll.com/ir/pdf/120612_3.pdf））。経営判断の機動性・専門性の確保の観点から、資本政策及び配当政策を機動的に遂行するのが望まし
いと判断し、当社取締役会では当該定款規定に基づき剰余金の配当を決定しております。

【原則1-2．株主総会における権利行使】

補充原則1-2-4

当社は、既に議決権の電子行使制度を導入しておりましたが、機関投資家や海外投資家による議決権行使の機会を確保するため、第30期定時
株主総会より議決権電子行使プラットフォームを導入しました。

また、当社は既に狭義の招集通知及び株主総会参考書類につき英訳を提供しておりましたが、第30期定時株主総会より事業報告等も含めたい
わゆる広義の招集通知の英訳の提供も開始しました。

【原則1-4．いわゆる政策保有株式】

当社は、現在、いわゆる政策保有株式として上場株式を保有していません。また、今後も、株価変動リスクの回避及び資産効率の向上のため、原
則として政策保有株式を保有しない方針です。したがいまして、政策保有株式に係る議決権の行使についての基準の策定・開示はしておりませ
ん。

【原則1-5．いわゆる買収防衛策】

当社は、企業価値の毀損につながる可能性が高いと判断したため、いわゆる買収防衛策を導入しておりません。

【原則1-7．関連当事者間の取引】

当社は、取締役会規程において、取締役の利益相反取引及び競業取引を取締役会の付議事項と定めており、取引ごとに取締役会による事前承
認を要すること、及び当該取引の結果を取締役会に報告することとしております。

【原則2-1．中長期的な企業価値向上の基礎となる経営理念の策定】

当社は、強みである「手づくり・できたて」の美味しい商品とサービスの提供を通じて、世界のあらゆる国や地域のお客様に喜んでいただくことを、さ
まざまな業態ブランドで一貫して実現していくために、2022年5月に新しいコーポレートスローガン「食の感動、でこの星を満たせ。」とMission「本能
が歓ぶ食の感動体験を探求し世界中をワクワクさせ続ける」を定めました。今後も、世界に誇れるおもてなしの心、「食の感動」をもって、あらゆる
国や地域において常にお客様と向き合い、チャレンジし続け、動き続け、また、人々の暮らし、そして人生に、まだ見たことのない新しい喜びを行き
渡らせるために、これからも新しい価値を探し続け、グローバルへ、次のステージへ、未来へ向かってまいります。

【原則2-2．会社の行動準則の策定・実践】

当社は、前記の経営理念を実現するため企業倫理憲章を定めております（http://www.toridoll.com/company/charter.php）。また、関係者の皆様
に対する約束としてトリドール行動基準を定め（http://www.toridoll.com/company/conduct.php）、事業活動の大前提となるコンプライアンスを法令
順守のみならずより高い倫理観をもって徹底できるよう体制を整えております。

【原則2-3．社会・環境問題をはじめとするサステナビリティを巡る問題】

補充原則2-3-1

当社は、次のとおりサステナビリティ基本方針を定めています。

「私たちトリドールグループは、Mission に基づき、お客様・従業員そしてすべてのステークホルダーに寄り添い、コミュニケーションと協働を図ること

でこれからも新しい価値と感動を創造し続け、持続可能な社会を実現することを目指しています。取り組みにあたっては、高い倫理観と誠実な事業
活動を前提に、グローバルな視点で考え、地域に根差した実践的な活動を推進します。」

この基本方針を実行するため、従来の社長室をサステナビリティ推進部に改組したほか、部門横断的にサステナビリティを巡る課題に対応するた
め、サステナビリティ推進委員会を取締役会の下部組織として設置しました。サステナビリティ推進委員会には社外取締役を含めた全取締役が出
席し、サステナビリティに関する取組みを全社的に検討・推進すべく、取締役会として積極的・能動的に取り組んでおります。

【原則2-4．女性の活躍促進を含む社内の多様性の確保】

（1）多様性の確保についての考え方

当社では、女性や外国人、LGBTQ等の従業員を含めた全従業員が持っている能力と可能性を最大限に生かして、新たな価値を創造することが企
業価値の向上に繋がると考え、ダイバーシティを推進しています。ダイバーシティ推進の体制として、社長をトップに働き方改革委員会を設置し、 L

GBTQ活躍推進プロジェクトや女性活躍推進プロジェクト等を進めています。

（2）ダイバーシティ推進基本方針

トリドールグループでは、従業員一人ひとりが主体となって働けるように、以下3つの方針に基づいてダイバーシティ&インクルージョンに積極的に
取り組み、さらなる企業価値を創造するとともに、スローガンである「 食の感動で、この星を満たせ。」を実現します。

1.従業員における年齢、性別、人種、国籍、障がいの有無、民族、宗教、社会的地位、性的指向・性自認、価値観、文化、ライフスタイル等の多様
性を互いに尊重し、相互理解を通じて共に成長・活躍することができる職場環境づくりに努めます。

2.従業員それぞれが自身の能力、知識、経験などを活かして一層業務に励むことができる制度・取り組みを設け、個々の性質・働き方を最大限に
発揮するための社内サポートに努めます。

3.創業時から常に「お客様へ感動を届ける」ことを貫き続けてきた当社だからこそ、どんな時も目の前の人を思いやることを当たり前と考え、「一人
の人間と向き合う気持ち」を大切に行動します。

（3）多様性の確保の状況及び自主的かつ測定可能な目標

【女性社員】

①状況：当社における従業員のうち25％（臨時従業員を含めると約60%）は女性が占めており、多くの女性が活躍しています。また、店長を務める
ケースも多く、子育てと両立させながら働くことのできる仕組みの整備を進めています。具体的な取り組みとして、仕事と育児の両立支援のため短
時間勤務制度の期限を、法律で定められた子が「3歳未満まで」から、「10歳まで」の期限に延長しました。（2020年4月1日施行）。それぞれの働き
方に合わせ、自身の目指すキャリアを固め、そのために何をしたらよいかを考え実行する従業員の支援ができるよう積極的な施策を図っていきま
す。2019年に女性活躍推進プロジェクトを立ち上げ部門横断的な活動を開始し、女性管理職への登用も下記のように年々増えており、2025年度
中には、現在の倍となる女性管理職の登用を目指します。



②管理職比率の推移（国内）：2018年度5.0％ 2019年度6.9％ 2020年度9.8％ 2021年度 13.3％

2025年度(目標)20％ 2030年度(目標)25％

【中途採用社員管理職比率の推移】

①状況：店舗で即戦力となる同業種の人材に加えて、他業種での職務経験や特殊なスキル、ノウハウ等を有し、業界や社内の固定概念にとらわ
れない様々なキャリアの人材を中心に採用しております。

②管理職比率の推移（国内）：2018年度99％ 2019年度98.4％ 2020年度97.7％ 2021年度 96.3％

【外国籍社員】

①状況：当社には、さまざまな国籍をもつ外国人従業員が働いており、教育環境の整備は急務となっています。そのため、一例として丸亀製麺で
は、店舗で勤務する外国人従業員に対しタブレット端末で閲覧できる動画の業務マニュアルを整備しています。英語、中国語、ネパール語、ベトナ
ム語、ミャンマー語の5か国語による音声と、視覚的にもわかりやすいマニュアルで、スムーズな従業員教育を実現しています。外国人従業員の割
合は約4％（2022年3月末時点）であり、その内訳はアジア、中東、欧米など26か国（2022年3月末時点）と多岐に渡ります。 なお、当社グループ全

体では、香港証券取引所上場のTam Jai International Co. Limitedをはじめとして、Taiwan Toridoll Corporation（台湾）、Wok to Walk Franchise B.V.

（オランダ）、MC Group, Pte. Ltd.（シンガポール）、MarugameUdon USA, LLC（米国）、Marugame Udon (Europe) Limited（英国）などの海外グループ

企業で多くの外国籍社員が中核人材として活躍しています。

②管理職比率の推移（国内）：2018年度1％ 2019年度1.5％ 2020年度1.7％ 2021年度 1.1％ 2025年度(目標)2％ 2030年度(目標)4％

（4）多様性の確保に向けた人財育成方針、社内環境整備方針、その状況

人材育成方針：当社の成長の源泉は人材が生み出す「感動体験」です。模倣されやすい飲食業のビジネスモデルの中でも、優れた人材だけは容
易には模倣できません。そのため、素晴らしい人材の採用と育成、定着を最重要経営戦略として推進しています。その中で、当社では、人材のあ
るべき姿を凝縮させた人材像「Toridoll-er’s Value」を2019年に策定し、採用から教育、人事評価まで一貫して、このバリューに基づいた人事制度

設計をしています。

社内環境整備方針：社長をトップとした働き方改革委員会を設置しており、就労環境の改善、ダイバーシティの推進などに部門横断的に取り組ん
でいます。また、障がい者雇用を促進する特例子会社（株式会社トリドールD&I：当社店舗の清掃活動、事務補助業務を中心に140名を超えるス
タッフが活躍）や労使協議の場の設置などに取り組んでおります。

シニア活用も積極的に取り組んでおり、65歳定年制度を採用しています。60歳以上の従業員数は2,115名（臨時従業員含む）です（2022年3月末時
点)。定年退職後も、本人の希望があれば、健康状態や能力を考慮した上で、契約社員、嘱託社員もしくはパートナースタッフとしての再雇用も
行っています（70歳未満）。476名（臨時従業員含む）のシニアスタッフを再雇用し(2022年度3月末時点)、店舗等でご活躍いただいています。

なお、これら多様性の確保を含めた人財育成方針と社内教育方針等につきましては、当社のホームページに掲載しておりますので、ご参照くださ
い。

https://www.toridoll.com/csr/

https://www.toridoll.com/csr/social/diversity.html

【原則2-5．内部通報】

当社は、内部通報規程に基づき内部通報窓口を内部監査室に設置し、通報事実を速やかに調査して適切な是正及び再発防止措置を採るととも
に、通報者が不利益を被らない体制を整備しています。また、取締役及び監査等委員会は、内部通報の内容及び処理状況について内部監査室
から随時報告を受けています。

補充原則2-5-1

当社は、従来からの内部通報窓口（内部監査室担当）に加え、監査等委員会に直接通報される窓口も設置しております。

【原則2-6．企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮】

当社は確定拠出年金を採用しているため、企業年金を設立しておりません。

【原則3-1．情報開示の充実】

［コーポレートスローガン、Mission及び経営計画］

当社ホームページにて公表している「コーポレートスローガン・Mission」（https://www.toridoll.com/company/mission/）及び「中長期経営計画」（htt
ps://www.toridoll.com/ir/management/midterm.html）に記載のとおりであります。

なお当社では、補充原則4-1-3の説明にあるとおり、「2028年3月期に世界5500店舗及び連結売上3000億円」という目標を掲げております。

［基本的な考え方］

上記「1.基本的な考え方」のとおりであります。

［報酬決定の方針と手続］

当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。以下同じ。）の報酬は、会社業績及び企業価値向上に対する貢献度を総合的に判断して決定
することを方針としております。2017年5月31日開催の取締役会で役員等の報酬制度の見直しを決議し、中長期的な業績と連動する報酬の割合
や自社株報酬の割合を高め、もって対象取締役に当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様と
の価値の共有を早期に促進するため、①基本報酬、②短期インセンティブ報酬（業績連動賞与）並びに③長期インセンティブ報酬（譲渡制限付株
式及びストックオプション）からなる新報酬制度を導入しました。

報酬決定の手続は、株主総会において決議された取締役報酬限度額の範囲内で、まず報酬委員会において報酬方針及び報酬別の報酬割合並
びに各取締役の具体的な報酬金額を審議の上、その諮問を受けた取締役会で決定することとしております。また当社は、報酬委員会で報酬を審
議するにあたり、外部専門機関の助言を得ることで、取締役の報酬水準の客観性を確保しております。なお、取締役会は代表取締役社長に報酬
決定を一任することができますが、一任を受けた代表取締役社長は報酬委員会の諮問内容を最大限尊重するものとしています。

［方針］

当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）候補の指名に当たり、当社の持続的な成長と中長期的な企業価値の向上に資するための十
分な資質及び経験を有する人物で、当社事業への十分な理解、当社の経営管理を適切に遂行できる能力、迅速かつ的確な意思決定能力、適切
なリスク管理能力等を備えている人物を指名することを方針としております。

監査等委員である取締役候補の指名におきましては、企業経営、財務会計、法律等の分野で高い知見を有し、取締役の職務執行の監査等、監
査等委員としての職務を十分に果たせる人物を指名することを方針としております。

［手続］

取締役候補の指名の手続は、上記方針に基づきまず指名委員会で審議の上、その諮問を受けた取締役会で決定することとしております。

［選任・指名についての説明］

監査等委員以外の取締役の個々の選任・指名につきましては、「第32期定時株主総会招集ご通知」9-11ページに記載のとおりでありますので、以
下のURLをご参照ください。

https://pdf.irpocket.com/C3397/ZIyd/DvpH/KLLG.pdf



また、監査等委員である取締役の個々の選任・指名につきましては、「第31期定時株主総会招集ご通知」10-13ページに記載のとおりでありますの
で、以下のURLをご参照ください。

http://pdf.irpocket.com/C3397/M6bm/ucHU/EFsP.pdf

補充原則3-1-2

当社は、以前より月次売上高レポート（毎月）、決算短信（毎四半期）及び決算説明会資料（毎半期）の英訳を当社ホームページ上で提供しており
ますが、加えて2015年よりアニュアルレポート（http://www.toridoll.com/en/ir/library/annual_report.php）を、2021年よりサステナビリティレポート（h
ttps://www.toridoll.com/en/csr/pdf/toridoll_susreport_2021en_all.pdf）を、それぞれ英語で提供しております。今後も英語での情報の提供を充実さ
せてまいります。

【原則3-2．外部会計監査人】

補充原則3-2-1

(i)外部会計監査人候補を適切に選定し外部会計監査人を適切に評価するための基準の策定

当社の監査等委員会では、日本監査役協会の2015年11月10日付「会計監査人の評価及び選定基準策定に関する監査役等の実務指針」（2017
年10月13日改正）に準拠した基準により、外部会計監査人の選定・評価を行っております。

(ii)外部会計監査人に求められる独立性と専門性を有しているか否かについての確認

当社の取締役会及び監査役会は、外部会計監査人の再任にあたり、従来からその独立性と専門性を確認しておりました。監査等委員会も、これ
までと同様、外部会計監査人の再任にあたり、その独立性と専門性を確認してまいります。

補充原則3-2-2

当社の取締役会及び監査等委員会は、外部会計監査人による適正な監査確保のため、次のような対応を採っています。

(i)監査契約締結にあたり、当期の監査時間について十分確保されているかを確認しています。

(ii)外部会計監査人の求めに応じ、適宜代表取締役、経理部長等の経営陣幹部との面談等の機会を確保しています。

(iii)外部会計監査人と監査等委員会及び内部監査室との定期的な会合等を通じて十分な連携を確保しています。

(iv)外部会計監査人から指摘を受けた場合、外部会計監査人と協議の上、内部監査室が是正の社内対応を講じることとしています。

【原則4-1．取締役会の役割・責務(1)】

当社の取締役会では、毎年中期経営計画を策定・承認し、同計画を踏まえて重要な業務執行の決定を行っております。また、2022年5月には、グ
ローバルフードカンパニーを目指して、世界に店舗網を張り巡らさせ、頂へと上り詰めていくために、新しいコーポレートスローガン「食の感動で、こ
の星を満たせ。」を策定しました。

補充原則4-1-1

当社は、法令および定款によるもののほか、取締役会規程により、取締役会の決議を要する事項を具体的に定めております。

また、取締役会の決議事項ではなく経営陣に委ねる事案の意思決定に関しては、職務権限規程を定め、各事案の重要性に応じて、稟議による社
長又は専務による決裁、各部門長による決裁等の基準を明確にしております。

なお、当社は監査等委員会設置会社移行の際、重要な業務執行の決定の一部（組織及び人事に関する事項、支店その他事業所の設置、移転及
び廃止、店舗の閉鎖の決定等）を取締役に委任しています。

【原則4-1.取締役会の役割・責務(2)】

補充原則4-2-2

当社取締役会は、「トリドールグループサステナビリティ基本方針」を策定し、サステナビリティレポートで公表しております（https://www.toridoll.co
m/csr/pdf/toridoll_susreport_2021_all.pdf）。また、従来のCSR推進室をサステナビリティ推進部に改組してサステナビリティ対応を強化するととも
に、取締役会の下部機関としてサステナビリティ推進委員会を設置し、サステナブル経営の課題について取締役会へ定期的に報告させる体制を
構築しています。

他方、持続的な成長や企業価値の向上の観点から人的資本への投資の重要性や、国際競争力の強化という観点から知的財産の重要性につい
ても強く認識しているところであり、経営資源の配分や事業ポートフォリオに関する戦略の実行についても、5-2-1記載のとおり取締役会が積極的
に関与及び監督してまいります。

【原則4-3．取締役会の役割・責務(3)】

補充原則4-3-3

当社取締役会は、2022年5月26日開催の取締役会にて、指名委員会の答申に沿って、取締役および執行役員の選解任に係る基準および手続き
を決定いたしました。今後はこれに基づき、取締役会として各取締役が機能を発揮すべく監督をしてまいります。

補充原則4-3-4

当社の取締役会は、内部統制システムに関する基本方針を定めるとともに、リスクマネジメント規程を定め、グループ全体の内部統制やリスク管
理の体制を整備しています。

また、取締役会は内部監査室に対して各期に内部監査方針や基本計画、内部統制評価の基本計画及びその評価結果を報告させています。さら
に、取締役会の下部組織としてリスクマネジメント委員会を設置し、社外取締役を含めた取締役全員が出席してグループ全体のリスクを評価検討
の上、リスク管理推進に関わる課題や対応策を協議・決定しています。

【原則4-4．監査役及び監査役会の役割・責務】

当社の監査等委員会は3名全員が独立社外取締役で構成されており、独立した客観的な立場から取締役の職務の執行の監査、監査等委員・会
計監査人の選解任、監査報酬に係る権限の行使などを行っています。

監査等委員会設置会社における監査等委員は監査役と異なり取締役でもあることから、当社の監査等委員は監査等委員という枠に囚われること
なく能動的・積極的に監査等委員及び取締役としての権限を行使し、取締役会などにおいて経営陣に対して適切に意見を述べています。

【原則4-8．独立社外取締役の有効な活用】

当社は、コーポレート・ガバナンス体制を強化するため監査等委員会設置会社に移行し、その期待される役割・責務に照らして資質を十分に備え
た独立社外取締役を3名選任しております。

また、当社は今後の事業拡大に向けた種々の投資等の決定にあたり、経営陣から独立した立場の意見も適切に反映させることが重要であると考
え、取締役（6名）の約50％（3名）を独立社外取締役として選任しております。

補充原則4-8-1

当社の独立社外取締役（3名）は全員監査等委員であり、監査等委員会は独立社外取締役（3名）のみで構成されることから、監査等委員会が独



立社外者のみを構成員とする会合として機能しており、独立社外取締役は定期的に開催される同委員会において独立した客観的な立場に基づく
情報交換をし、認識の共有を行っております。

補充原則4-8-2

当社の独立社外取締役（3名）は全員監査等委員であるところ、独立社外取締役（3名）で構成される監査等委員会では互選により1名を監査等委
員長として選出し、監査等委員長を中心に経営陣との連絡・調整にあたっております。

【原則4-9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

当社取締役会は、東京証券取引所が「上場管理等に関するガイドライン」で定める独立性基準等を参考に、2017年4月11日付で「株式会社トリドー
ルホールディングス独立社外取締役の独立性判断基準」を策定しました。この基準に基づき、第31期定時株主総会で社外取締役（監査等委員）3
名を選任し、その全員を独立役員として同取引所に届け出ています。

【原則4-10．任意の仕組みの活用】

補充原則4-10-1

当社は、2020年12月８日付で任意の指名委員会及び報酬委員会を設置しました。両委員会は取締役会及び監査等委員会の下に設置され、監査
等委員である取締役３名全員と取締役会で選定された監査等委員でない取締役１名の計４名で構成され、その過半数を独立社外取締役としてい
ます。また、委員長には独立社外取締役の梅木利泰氏が選定されています。

設置後すでに委員会が開催されており、取締役の指名及び報酬について独立社外取締役を中心に活発な審議がなされ、取締役会に諮問してお
ります。なお、後継者計画については、補充原則4-1-3の項目をご参照ください。

【原則4-11．取締役会・監査役会の実効性確保のための前提条件】

補充原則4-11-2

各取締役の他の上場会社の役員との兼任状況につきましては、「第32期定時株主総会招集ご通知」30,35ページに記載のとおりでありますので、
以下のURLをご参照ください。

https://pdf.irpocket.com/C3397/ZIyd/DvpH/KLLG.pdf

補充原則4-11-3

当社取締役会は、2022年6月29日開催の臨時取締役会終了後、取締役全員（6名）出席のもと、約1時間にわたり、当社取締役会全体の実効性に
ついて分析・評価を行いました。

当日は、事前に行われた取締役全員（7名、2022年6月29日開催定時株主総会終結後に退任した1名を含む）への個別のインタビューの結果を踏
まえ、当社取締役会の実効性に関する課題を検討しました。

評価の結果、当社の取締役会は引き続き重要事項の意思決定を行うマネジメントボードを志向しているところ、同機能としての役割を十分に果た
している、と結論づけました。

また、当社の社外取締役は意思決定プロセスの透明化の役割を有しているところ、現状この機能は十分満たしている、と結論づけました。

次の点には課題が見られるため、今後さらなる改善を図ってまいります。

・執行役員の役割を明確化するなどして権限移譲をさらに進め、取締役会は経営経験のある社外取締役を招聘の上、経営戦略、事業戦略の議論
に注力すべき

・投資効果を取締役会で定期的に検証すべき

【原則4-12．取締役会における審議の活性化】

補充原則4-12-1

当社では、取締役会における審議の活性化を図るべく、会議運営に関し次の取扱いを確保しています。

(i)取締役会の3営業日前に発せられる招集通知に議題を合わせて記載するとともに、各議案に係る資料を遅くとも1営業日前の営業時間中には配
布するようにしております。

(ii)議案の内容が詳細にわたる場合には、要点を整理した資料を別途作成・提供するようにしております。

(iii)年間開催スケジュールを各期の3ヶ月前までに決定するとともに、株主総会招集決議、決算短信承認等定例の審議事項についてはあらかじめ
当該スケジュールに織り込むようにしております。

(iv)日程は少なくとも月1回は開催されるよう設定しております。なお、審議項目数については、2015年6月26日から監査等委員会設置会社に移行
し、取締役会決議事項の一部を取締役に委任した（補充原則4-1-1の説明を参照）ことにより、重要事項に注力した審議をなし得る体制となってお
ります。

(v)審議時間は2時間を確保しております。

【原則4-13．情報入手と支援体制】

補充原則4-13-3

当社の取締役は、内部監査室による監査の方針及び計画を期初に決定して監査にあたらせるとともに、随時監査結果を報告させ適宜指示を与え
ております。また、内部監査室は監査等委員会と毎月定例会を開催し、監査計画や監査結果について意見交換を行っております。

監査等委員会の支援体制としては、法務コンプライアンス部長を事務局長とした監査等委員会事務局を法務コンプライアンス部に置き、社外取締
役（監査等委員）の指示を受け次第、速やかに当社の情報を適確に提供できるようにしております。

【原則4-14．取締役・監査役のトレーニング】

補充原則4-14-2

当社は、当社を取り巻く環境の変化に対応するため、取締役を含めた幹部社員に対し最新の問題に関するトレーニングの機会を設けています。 2

022年3月にはコンプライアンス、同年4月にはサステナビリティ、同年5月にはインクルージョンを、それぞれテーマにセミナーを実施しました。

【原則5-1．株主との建設的な対話に関する方針】

当社は、株主との建設的な対話を促進するため、以下の方針にしたがって取り組んでおります。

(i)社長を最高責任者として、株主との対話にあたります。

(ii)経営企画室をIRの主管部門と定めてIR担当を置くとともに、経理部、法務コンプライアンス部、サステナビリティ推進部等と適切に連携して積極
的に情報共有を行います。

(iii)個別面談以外にも、社長による機関投資家・アナリスト向け決算説明会の開催（年２回）、株主通信の発行（年１回）、ホームページの投資家情
報の充実等により、株主に対して積極的な情報発信を行います。

(iv)株主・投資家から寄せられた意見は、経営企画室でとりまとめた上で経営陣に報告します。

(v)株主・投資家との対話においては、開示情報をもとに実施することで公平性の確保を図り、インサイダー情報の管理徹底に努めます。また、決
算発表前の期間は、IRサイレント期間として株主・投資家との対話を制限しています。2020年９月にディスクロージャーポリシーを定め、これらの方
針を明確にしました。



【原則5-2経営戦略や経営計画の策定・公表】

補充原則5-2-1

当社は、2022年5月13日開催の取締役会において事業ポートフォリオに関する基本的な方針を含めた2028年3月期までの中長期経営計画を決定
し、これを公表しております（https://pdf.irpocket.com/C3397/ZIyd/c7iq/wvkr.pdf）。

今後も少なくとも年1回は同方針の見直しを行うなど、経営戦略や経営計画の策定及び実施について取締役会が積極的に関与及び監督してまい
ります。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

粟田貴也 27,577,311 31.77

有限会社ティーアンドティー 11,160,000 12.86

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5,127,900 5.91

特定有価証券信託受託者　株式会社ＳＭＢＣ信託銀行 3,738,000 4.31

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 1,450,500 1.67

JPモルガン証券株式会社 737,600 0.85

アリアケジャパン株式会社 600,000 0.69

SMBC日興証券株式会社 484,400 0.56

UBS AG LONDON A/C IPB SEGREGATED CLIENT ACCOUNT 393,100 0.45

トリドールグループ従業員持株会 184,500 0.21

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 小売業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 50社以上100社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情



―――

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 11 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 6 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 3 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

3 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

梅木利泰 公認会計士

梅田浩章 公認会計士

片岡牧 弁護士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

梅木利泰 ○ ○
当社は、同氏を独立役員として指定してお

ります。

公認会計士としての専門的知識に基づいた的
確な意見を得られる事に加えて、以前、当社の
顧問であったことから社内業務に精通している
事で、適任と判断し、社外取締役に選任してお
ります。同氏は、当社との利害関係はなく、独
立した立場から監督することが可能であり、一
般株主と利益相反の恐れがないと判断し、独
立役員に指定しました。



梅田浩章 ○ ○
当社は、同氏を独立役員として指定してお

ります。

公認会計士としての専門的知識に基づいた的
確な意見を得られる事に加えて、以前、当社の
顧問であったことから社内業務に精通している
事で、適任と判断し、社外取締役に選任してお
ります。同氏は、当社との利害関係はなく、独
立した立場から監督することが可能であり、一
般株主と利益相反の恐れがないと判断し、独
立役員に指定しました。

片岡牧 ○ ○
当社は、同氏を独立役員として指定してお

ります。

弁護士としての専門的知識に基づいた的確な
意見を得られる事から、適任と判断し、社外取
締役に選任しております。同氏は、当社との利
害関係はなく、独立した立場から監督すること
が可能であり、一般株主と利益相反の恐れが
ないと判断し、独立役員に指定しました。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 0 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

監査等委員会の職務を補助する法務コンプライアンス部の使用人の任命、異動および評価については、監査等委員会の事前の同意を必要としま
す。同使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行し、当該職務以外の業務を指示された場
合にあっても監査等委員会の指示事項を優先して処理します。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

当社は、有限責任あずさ監査法人と監査契約を結んでおり、正しい経営情報を提供するなど独立して公正な立場から監査が実施される環境を整
備しています。又、当社の監査等委員会、及び、内部監査室は有限責任あずさ監査法人と年4回以上の報告会を開催し、連携、協力をとりながら
監査を実施しています。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性

委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 4 0 1 3 0 0
社外取
締役

補足説明



【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】の補充原則4-10-1参照。

【独立役員関係】

独立役員の人数 3 名

その他独立役員に関する事項

独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しています。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入、ストックオプション制度の導入、その他

該当項目に関する補足説明

当社は、中長期的な業績と連動する報酬の割合や自社株報酬の割合を高め、もって対象取締役に当社グループの企業価値の持続的な向上を図
るインセンティブを与えるとともに、株主の皆様との価値の共有を早期に促進するため、2017年5月31日開催の取締役会決議をもって、当社取締
役の報酬制度の見直しを行い、固定報酬としての基本報酬、単年度の会社業績達成度に連動する年次賞与（業績連動賞与）及び株価変動の影
響を株主の皆様と共有することを目的とした譲渡制限付株式報酬及びストックオプションからなる新たな報酬制度を導入致しました。

なお、監査等委員である取締役は、役割に鑑み、業績連動賞与及び譲渡制限付株式報酬の対象外としております。

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社外取締役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

該当項目に関する補足説明

長期的な企業価値向上への貢献意欲や士気を一層高めるため。 なお、前記のとおり、社内取締役についてはストックオプションに加えて譲渡制

限付株式を付与する新たな報酬制度に移行しております。

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

取締役（社外取締役を除く）4名 139百万円

社外取締役（監査等委員）3名 17百万円

上記には、2022年6月29日開催の定時株主総会終結の時をもって退任した取締役（監査等委員を除く）１名を含んでおります。

詳細は、「第32期定時株主総会招集ご通知」34ページをご参照ください（http://pdf.irpocket.com/C3397/M6bm/ucHU/EFsP.pdf）。

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

当社は、2017年5月31日付で役員等報酬規程を制定し、中長期的な業績と連動する報酬の割合や自社株報酬の割合を高め、もって取締役（監査
等委員を除く）に当社グループの企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、株主との価値の共有を早期に促進する報酬制
度を導入しました。

(a) 役員報酬制度の基本的な考え方

取締役（監査等委員を除く）の報酬は、基本報酬、短期インセンティブ報酬（業績連動賞与）及び長期インセンティブ報酬（譲渡制限付株式及びス



トックオプション）で構成します。

取締役（監査等委員）の報酬は、基本報酬及び長期インセンティブ報酬（ストック・オプション）で構成します。

(b) 報酬決定手続

当社は、取締役（監査等委員を除く）の報酬を決定するにあたり、外部専門機関により役員報酬調査データ（報酬の種類ごとの割合を含む）に基づ
く助言を得ることで、取締役（監査等委員を除く）の報酬水準の客観性を確保しております。

また、2020年12月の報酬委員会設置後は、独立社外取締役（監査等委員）全員（３名）が委員かつその過半数を占める報酬委員会の答申を経て
取締役（監査等委員を除く）の報酬（報酬の種類ごとの割合を含む）を決定しております。同委員会設置以前も、監査等委員会において意見陳述
権（会社法第361条第６項）の行使を判断するにあたり、取締役（監査等委員を除く）の報酬内容が業績や職務の遂行状況に照らして相当かどうか
を審議しておりました。

(c) 短期インセンティブ報酬（業績連動賞与）の概要

業績連動賞与の総額は、取締役会があらかじめ設定した当該事業年度の支給総額を上限とし、当社グループの当該事業年度の連結売上収益及
び親会社の所有者に帰属する連結当期利益を基準に、取締役会があらかじめ設定した予算目標額の達成度に応じて決定されます。当社では、
公表される数値であり、また企業規模及び収益性を示す基準として明快であることから、連結売上収益及び親会社の所有者に帰属する当期利益
を短期インセンティブ報酬（業績連動賞与）の指標として採用しております。

また、各取締役（監査等委員を除く）には、上記の業績連動賞与総額を役職位ごとに取締役会であらかじめ定めた役職別係数により按分した金額
を支給します。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役は全員監査等委員であり、法務コンプライアンス部長を事務局長とした監査等委員会事務局を法務コンプライアンス部に置き、社外取
締役（監査等委員）をサポートしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

1.業務執行の決定に際しては、稟議規程に従った事前検討を行い、必要に応じて取締役会規程の決議基準に基づき、取締役会で十分な審議を
経て実施しています。

2. 取締役会は、毎月1、2回開催し、投資案件、組織再編その他会社の重要事項について審議決定しています。2022年3月期は取締役会を19回

（内1回は書面決議）開催し、全取締役が全会出席しております。 3.監査等委員会を設置し、毎月定例の監査等委員会を開催し、監査等委員同士

の情報交換、共有を実施し、また、取締役会への出席、積極的な意見具申を行っております。監査等委員会は、会社の経営方針、中期経営計画
及びそれらに基づく諸施策を認識し、内部統制システムの基本方針の運用状況及びコーポレートガバナンス・コードの遵守状況を把握し、取締役
の職務執行が法令又は定款に違反することなく、また効率的に行われるよう必要な助言・勧告等を行うことによって、会社運営の適正性を確保・
確認することを目的とし、良質な企業統治（コーポレート・ガバナン ス）の確立に向けた監査活動を行うことを基本的な監査方針としています。有限

責任あずさ監査法人とは、期末、及び、四半期だけではなく、必要に応じて相談を行うとともに、岡野隆樹氏、上野陽一氏の各公認会計士よりアド
バイス等を受けております。また、社内監査につきましても、内部監査室とともに、各部門の法規、諸規定、制度について、公正な運用と管理がさ
れているか、監視しております。

4. 内部監査室を設置し、実効性のある監査（評価）及びコンサルティング活動を通じて組織体に価値を付加することで企業成長に貢献する監査を

実践するという方針のもと、室長及び担当者（計9名）が内部監査規程に基づき社内の諸規程、制度秩序の遵守及び運用と管理状況を監査してお
ります。

5. 有限責任あずさ監査法人の岡野隆樹氏、上野陽一氏の各公認会計士が公認会計士5名その他10名の補助者とともに会計監査を行っておりま

す。なお、有限責任あずさ監査法人の継続監査期間は19期間であります。 6.当社は、会社法第427条第1項に基づき、社外取締役（監査等委員）

との間において、会社法第423条第1項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任限定額は、法令が
定める額としております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社は、取締役（監査等委員である取締役を除く。）3名、監査等委員である取締役3名（うち社外取締役3名）の少人数の経営体制を当面維持する
ことによって、意思決定を迅速化し、機動力を発揮すると共に、公開性のある経営を目指し、タイムリーな情報開示に努め、ステークホルダーに対
する企業価値の最大化を図るため、現状の体制を選択しております。

なお、当社は監査・監督機能とコーポレート・ガバナンス体制を一層強化するため、2015年6月26日開催の第25回定時株主総会をもって監査等委
員会設置会社に移行しました。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

電磁的方法による議決権の行使
インターネット等による議決権行使を採用し、パソコン・スマートフォン・携帯電話を通じて
議決権を行使することを可能としております。



議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

株式会社ＩＣＪの提供する議決権電子行使プラットフォームに参加しております。

招集通知（要約）の英文での提供
当社ホームページおよび東京証券取引所ホームページに、招集通知の英訳を掲載してお
ります。

その他
当社ホームページおよび東京証券取引所ホームページに、招集通知のPDFを発送の14
日前に掲載しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
ディスクロージャーポリシーを作成し、公表しております（https://www.toridoll.c
om/ir/management/policy.html）。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

半期ごとの決算説明会を実施しております。 あり

IR資料のホームページ掲載
適時開示資料、決算資料、有価証券報告書および四半期報告書、決算説明
会資料、株主総会招集通知等を開示しております（https://www.toridoll.com/ir
/）。

IRに関する部署（担当者）の設置 経営企画室に担当者を任命しております。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

企業倫理憲章においてステークホルダーに対する適切な企業情報の開示と情報の保護に
ついて規定するとともに、トリドール行動基準においてステークホルダーとの関係につき具
体的に規定しています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
お子様が讃岐うどん作りを体験できる『まるごとまるがめ体験教室』を全国で開催していま
す。また、当社のサステナビリティ活動の取組状況を積極的に開示するため、サスティナビ
リティサイトを公開しております（https://www.toridoll.com/csr/index.html）。

その他
中核人材の多様性の確保のための施策については、【コーポレートガバナンス・コードの各
原則に基づく開示】の補充原則2-4-1をご参照下さい。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社は、代表取締役社長が遵守すべき基本方針を明らかにするとともに、内部統制システムの体制整備に必要とされる各条項を定め、その担当
者の下で、可及的速やかに実行すべきものとし、かつ、内部統制システムについて、常に見直しによってその改善を図り、効率的で適法な企業体
制を作ることを目指しております。

１．職務執行の基本方針

当社グループ（当社および当社子会社をいう。）は、経営理念を掲げ、すべての取締役および使用人（一般従業員、契約社員、嘱託社員、パート
ナー社員、エリア社員、地域限定社員、店舗限定社員、ジュニア社員、派遣社員その他当社グループの業務に従事するすべての者をいう。）が、
職務を執行するにあたっての基本方針とする。

当社グループは、経営理念に基づき、適正な業務執行のための体制を整備し、運用していくことが経営上の重要な責務であると認識し、以下のと
おり内部統制システムに関する基本方針を定める。また、今後とも内外環境の変化等に応じ、柔軟にこれを見直し、有効かつ適切な構築および運
用に努める。

２．内部統制システムに関する基本方針

（１）当社および当社子会社の取締役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制　１．当社の取締役会
は、原則として月１回、かつ、必要に応じて随時開催し、法令、定款および取締役会規程その他の社内規程に従い重要な業務執行を決定するとと
もに取締役の職務の執行を監督する。　２．当社の監査等委員会は、独立した立場で業務執行取締役の職務の執行を監査する。　３．当社は、代
表取締役社長に直属する部門として、内部監査室を設置する。内部監査室は、当社グループの内部統制の適切性および有効性を経営方針に照



らして、独立した立場で検証および評価し、その結果に基づく改善提案を通じて、経営の健全性および効率性の向上に資する。　４．当社グループ
の取締役および使用人は、「企業倫理憲章」および「トリドール行動基準」を基に行動し、コンプライアンス体制の維持、向上を図る。　５．コンプライ
アンス委員会を設置し、コンプライアンス規程に従って当社グループにおけるコンプライアンス上の課題を協議するとともに、コンプライアンス・プロ
グラムを策定、推進する。　６．当社は、法令および定款等に違反する行為を当社グループの取締役および使用人が発見した場合の報告体制とし
ての内部通報制度を構築する。　７．当社グループは、反社会的勢力に対し毅然とした態度で臨み、不当な要求には決して応じず、警察当局との
連携をとり、断固としてこれを拒絶する。

（２）当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制　１．当社の取締役会をはじめとする重要な会議の意思決定に係る
記録や、取締役の職務の執行に係る重要な情報、文書（電子化情報を含む。以下同じ。）は、文書管理規程その他社内規程の定めるところに従
い、適切に保存および管理（廃棄を含む。）する。　２．当社の監査等委員会が求めたときは、取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、いつ
でも当該文書を閲覧に供する。　３．当社の取締役は、法令および金融商品取引所の諸規則等に従い、開示すべき情報を適時かつ適正に開示す
る。

（３）当社および当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制　１．当社は、当社グループの平常時における業務執行に係るリスク
をトータルに認識、評価し適切なリスク対応を行うためにリスクマネジメント規程を定め、グループ全体のリスク管理体制を整備する。　２．当社は、
当社グループのリスク管理の実効性を確保するため代表取締役社長を委員長とするリスクマネジメント委員会を設置し、グループ全体のリスクを
評価検討し、リスク管理推進に関わる課題や対応策を協議し承認する。　３．当社は、有事の際の迅速かつ適切な対応に備え、危機管理規程を定
め、損失の最小化、損害の復旧および再発防止のための当社グループ全体の危機管理体制を整備する。　４．当社は、各部門、各店舗および各
子会社において、経営の内外の環境変化や、法令定款違反その他の事由に基づく損失の危険が発見された場合には、発見された危険の内容お
よびそれがもたらす損失の程度等について直ちに当社の担当部門に報告される体制を構築するとともに、その重大性に応じて担当部門を管掌す
る取締役が速やかに取締役会に報告する。　５．当社は、食品を扱う企業として食品の衛生管理は何よりも優先される事項と認識し、食品安全管
理規程を定め、平時の食品衛生管理を徹底するとともに、万が一問題が発生したときは危機管理規程に従い直ちに適切な対応を行う。

（４）当社および当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制　１．当社は、当社グループの中長期経営計
画を策定し、グループ全体の経営の目標を設定する。また、中長期経営計画は、経営を取巻く内外の環境の変化に柔軟に対応すべく毎年度見直
しを行う。　２．当社グループの各年度の予算は、中長期経営計画とリンクして策定され、当社の事業部門別および各子会社別の予算管理と月例
の業績報告により適切な対策を講じる。　３．当社の取締役会に付議すべき事項は、取締役会規程において定め、付議にあたっては、経営判断の
原則に基づき事前に議題に関する十分な資料が全取締役に配布される体制を整備する。　４．当社は、日常の業務遂行に際しては、取締役会規
程、業務分掌規程、職務権限規程、執行役員規程等に基づき権限の委譲を行い、また当社子会社の取締役会等で定期的に業務方針を共有する
ことで、当社グループの各レベルの責任者が意思決定ルールに則り関連部門と連携して適切かつ効率的に業務を遂行するとともに、重要な情報
が適時かつ適切に関係者に伝達される仕組みを整備する。

（５）当社および当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制　１．当社は、子会社管理の部門を関係会社管理規程
で定め、当社グループの中長期経営計画のもと、各子会社の自主的かつ機動的な運営を尊重しつつグループ全体で緊密な連携を保持することに
より、企業集団としての事業発展および経営効率の向上を図る。　２．当社は、関係会社管理規程に基づき、子会社の重要事項につき事前協議お
よび承認を義務付けるとともに、子会社の取締役から子会社の営業成績、財務状況その他の重要な事項につき定期的に報告を受ける。　３．当
社の内部監査室は、内部監査規程に基づき、必要に応じて子会社の内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長に報告する。

（６）当社の監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項

監査等委員会の職務は、当社の法務コンプライアンス部の使用人がこれを補助する。

（７）前項の使用人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性に関する事項および当該使用人に対する指示の実効性の確保に関
する事項　１．監査等委員会の職務を補助する法務コンプライアンス部の使用人の任命、異動および評価については、監査等委員会の事前の同
意を必要とする。　２．同使用人は、監査等委員会の職務を補助するに際しては監査等委員会の指揮命令下で職務を遂行し、当該職務以外の業
務を指示された場合にあっても監査等委員会の指示事項を優先して処理する。

（８）当社および当社子会社の取締役および使用人が当社の監査等委員会に報告をするための体制　１．監査等委員会は、取締役会その他の重
要な会議を通じ、取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人から重要事項の報告を受ける。そのほか、当社グループの取締役およ
び使用人は、監査等委員会の定めるところに従い、監査等委員会の要請に応じて必要な報告および情報提供を行う。　２．当社グループの取締
役および使用人は、当社グループに著しい影響を及ぼす事実が発生し、または発生する恐れがあることを発見したときは、監査等委員会に速や
かに報告する。

（９）前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

監査等委員会に前項の報告をした者に対して、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いをすることを禁止する。

（１０）当社の監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について生ずる費用の前払いまたは償還の手続きそ
の他の当該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員がその職務の執行について当社に対し費用の前払い等の請求をした際には、当該請求に係る費用または債務が当該職務の執行に
必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理する。

（１１）その他当社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制　１．監査等委員は、取締役会その他の重要な会議に出
席し、意見を述べるとともに、取締役（監査等委員である取締役を除く。）および使用人からその職務の執行状況を聴取し、関係資料を閲覧するこ
とができる。　２．監査等委員会は、代表取締役と定期的に会合をもって意見交換を行うほか、必要に応じて他の取締役、当社子会社の監査役（ま
たはこれらに相当する者）、内部監査室長または会計監査人とも情報交換を行い充分なコミュニケーションを図る。　３．監査等委員会を原則として
月１回、かつ、必要に応じて随時開催し、法令、定款および監査等委員会規程その他の社内規程に従い重要事項について協議する。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

反社会的勢力に対し毅然とした態度で臨み、不当な要求には決して応じず、警察当局との連携をとり、断固としてこれを拒絶します。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

―――




